
 
健康危機管理に関連する法令等 

   参考資料２ 



健康危機管理に関連する法令の位置づけ 

 
 
 
 
 
 

災害対策基本法、災害救助法、原子力災害
特別措置法、消防法、警察法、自衛隊法 

等 
 
 
 
 
 
 

保健・医療
に関する
事項 

保健・医療
以外の事項 

災害による健康危機 災害以外の健康危機 

 
 
 
 
 
 

厚生労働省 
防災業務計画 

地域保健法およびその他の健
康危機管理に関連する法令 

＜関連する法律＞ 

検疫法、感染症法、予防接種法、狂犬病予防法、食品衛生法、と畜場
法、食鳥処理・検査法、生活衛生法、医療法 等 

支援者の確保等 

災害とは 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高
潮、地震、津波、噴火その他の異常な
自然現象又は大規模な火事若しくは
爆発その他その及ぼす被害の程度に
おいてこれらに類する政令で定める原
因により生ずる被害をいう。  

○地域保健法の制定等により、現在、地域保健に関する事務の多くが市町村に委譲されており、健康危機管理につ
いても市町村を起点とする対応の流れが想定されている。 

○一方、東日本大震災では、被災地の市町村等の機能が低下し、地域保健活動の実施に当たっての対応のあり方
に関する課題が指摘されている。 

救助活動 

地域保健法基本指針 

１ 



災害対策基本法（昭和36年11月15日法律第223号） 

＜防災業務計画＞ 

○防災基本計画の作成 第34条第1項 中央防災会議は、防災基本計画を作成するとともに、災害及び災害の防止に関する科学研究の成果並びに発生した災害の状況及びこれ
に対して行われた災害応急対策の効果を勘案して毎年防災基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。 

○防災業務計画の作成 第36条第１項 指定行政機関の長は、防災基本計画に基づき、その所掌事務に関し、防災業務計画を作成し、及び毎年防災業務計画に検討を加え、必
要があると認めるときは、これを修正しなければならない。 

第36条第2項 指定行政機関の長は、防災業務計画を作成し、又は修正したときは、すみやかにこれを内閣総理大臣に報告し、並びに都道府県知事及び
関係指定公共機関に通知するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

○都道府県地域防災計
画の作成 

第40条第1項 都道府県防災会議は、防災基本計画に基づき、当該都道府県の地域に係る都道府県地域防災計画を作成し、及び毎年都道府県地域防
災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。この場合において、当該都道府県地域防災計画は、防災業務計画に
抵触するものであってはならない。 

＜情報の収集・伝達＞ 

○情報の収集及び伝達 第５１条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並
びに防災上重要な施設の管理者（以下58条において「災害応急対策責任者」という。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害に関する情報の
収集及び伝達に努めなければならない。 

＜災害時における職員派遣＞ 

○指定行政機関等（各
省庁）の職員の派遣要
請 

第29条第1項 都道府県知事又は都道府県の委員会若しくは委員は、災害応急対策又は災害復旧のための必要があるときは、政令に定めるところにより、
指定行政機関の長、指定地方行政機関の長又は指定公共機関に対し、当該指定行政機関、指定地方行政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請
することができる。 

○指定行政機関（各省
庁）等の職員の派遣の
あせんの要請 

第30条第1項 都道府県知事等又は市町長村等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、内閣総理大臣又
は都道府県知事に対し、それぞれ、指定行政機関、指定地方行政機関若しくは指定公共機関又は指定地方行政機関若しくは特定公共機関の職員の派
遣についてあっせんを求めることができる。 

○地方自治体職員等の
派遣のあっせんの要請 

第30条第2項 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、内閣総理大臣又
は都道府県知事に対し、それぞれ、地方自治法第252条の１７の規定による職員の派遣について、又は同条の規定による職員の派遣若しくは地方独立行
政法人法第91条第1項の規定による職員（指定地方公共機関である同法第2条第2項に規定する特定地方独立行政法人（次条において「特定地方公共機
関」）という。）の職員に限る。）の派遣についてあっせんを求めることができる。 

第31条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、都道府県知事等又は市町村長等並びに指定行政機関及び特定地方公共機関は、前２条の規
定による要請又はあっせんがあったときは、その所掌事務又は業務の遂行に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣しなければならない。 

○派遣職員の身分の扱
い 

第32条第1項 都道府県又は市町村は、前条又は他の法律の規定により災害応急対策又は災害復旧のために派遣された職員に対し、政令で定めるとこ
ろにより、災害派遣手当を支給することができる。 

第32条第2項 前項に規定するもののほか、前条の規定により指定行政機関、指定地方行政機関又は指定公共機関から派遣された職員の身分の取扱
いに関し必要な事項は、政令で定める。 

２ 

災害時の保健活動に関する法令 
～災害対策基本法①～ 



３ 

＜災害応急対策・応急措置＞ 

○災害応急対策及びそ
の実施責任 

第50条第1項 災害応急対策は、次の各号に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に災害の発生を防禦し、又は応急
的救助を行なう等災害の拡大を防止するために行なうものとする。  

  一 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項    

  二 消防、水防その他の応急措置に関する事項   

  三 被災者の救難、救助その他保護に関する事項   

  四 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項   

  五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項   

  六 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項   

  七 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関
する事項 

  

  八 緊急輸送の確保に関する事項   

  九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置に関する事項 

  第50条第2項 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他
法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害応急対策を実施しなければならない。  
 

○市町村の応急措置 第62条第1項 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしているときは、法令又は地域防災計画の定めるところに
より、消防、水防、救助その災害の発生を防禦し、又は災害の拡大を防止するために必要な応急措置（以下「応急措置」という。）をすみやかに実施しな
ければならない。 

○他の市町村長等に対
する応援の要求 

第67条第1項 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、他の市
町村長等に対し、応援を求めることができる。この場合において、応援を求められた市町村長等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。 

○指揮系統 第67条第2項 前項の応援に従事する者は、応急措置の実施については、当該応援を求めた市町村長等の指揮の下に行動するものとする。 

○都道府県知事等に対
する応援の要求 

第68条第1項 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、都道府
県知事等に対し、応援を求め、又は応急措置の実施を要請することができる。 

○他の都道府県知事
等に対する応援の要請 

第74条第1項 都道府県知事等は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要があると認められるとき
は、他の都道府県の都道府県知事等に対し、応援を求めることができる。この場合において、応援を求められた都道府県知事等は、正当な理由がない
限り、応援を拒んではならない。 

○指揮系統 第74条第2項 前項の応援に従事する者は、応急措置の実施については、当該応援を求めた都道府県知事等の指揮の下に行動するものとする。 

災害時の保健活動に関する法令 
～災害対策基本法②～ 



災害救助法（昭和22年10月18日法律第118号） 
○応援の指示 第31条  厚生労働大臣は、都道府県知事が行う救助につき、他の都道府県知事に対して、応援をなすべきことを指示することができる。 

○費用の支弁 第33条第1項 第23条の規定による救助に要する費用（救助の事務を行うのに必要な費用を含む。）は、救助の行われた他の都道府県が、これを支弁す
る。 

○費用の求償 第35条 都道府県は、他の都道府県において行われた救助につきなした応援のため支弁した費用について、救助の行われた他の都道府県に対して、
求償することができる。 

地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号） 
○職員の派遣 第２５２条の１７  普通地方公共団体の長又は委員会若しくは委員は、法律に特別の定めがあるものを除くほか、当該普通地方公共団体の事務の処理

のため特別の必要があると認めるときは、他の普通地方公共団体の長又は委員会若しくは委員に対し、当該普通地方公共団体の職員の派遣を求める
ことができる。  

２  前項の規定による求めに応じて派遣される職員は、派遣を受けた普通地方公共団体の職員の身分をあわせ有することとなるものとし、その給料、手
当（退職手当を除く。）及び旅費は、当該職員の派遣を受けた普通地方公共団体の負担とし、退職手当及び退職年金又は退職一時金は、当該職員の派
遣をした普通地方公共団体の負担とする。ただし、当該派遣が長期間にわたることその他の特別の事情があるときは、当該職員の派遣を求める普通地
方公共団体及びその求めに応じて当該職員の派遣をしようとする普通地方公共団体の長又は委員会若しくは委員の協議により、当該派遣の趣旨に照
らして必要な範囲内において、当該職員の派遣を求める普通地方公共団体が当該職員の退職手当の全部又は一部を負担することとすることができる。  

４ 

災害時の保健活動に関する法令 
～災害救助法、地方自治法～ 



厚生労働省防災業務計画（地域保健の関連が深い部分の抜粋） 

第３章 医療・保健に係る災害予防対策 

第５ 災害時情報網の整備 
 厚生労働省医政局、健康局及び都道府県は、大規模災害発生時において医療機関における傷病者数等の状況等の被害の規模を推測するた
め、広域災害及び救急医療に関する情報システム（コンピュータ等を利用し、災害時に医療施設の診療状況等の迅速な把握が可能な広域災
害・救急医療情報システム）により、国・都道府県間、都道府県・市町村・保健所間、保健所・医療施設間等の災害時における情報収集及び連絡
体制の整備に努める。 

１ 都道府県及び市町村は、防災業務担当者に対して、関係法令、実務等に関する講習会、研究会等を実施すること等により、災害時の防疫 
  活動の迅速かつ適切な確保に努める。 
２ 都道府県は、災害時の衛生状態の悪化や拡大により、防疫に必要な器具機材等が不足する場合に備え、平常時から、器具機材の確保や 
  近隣都道府県との応援体制の確立に努める。 
３ 厚生労働省健康局は、都道府県及び市町村が行う防疫に係る防災体制の整備に関し、必要な助言及びその他の支援を行う。 

第７節  防疫に係る防災体制の整備 

この計画の目的 
 この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３６条第１項並びに大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）第６条第１
項、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法(平成１４年法律第９２号)第６条第１項及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型

地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１６年法律第２７号）第６条第１項の規定に基づき、厚生労働省の所掌事務について、
防災に関し講ずるべき措置及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項等を定め、もって防災行政事務の総合的かつ計画的な遂行に資する
ことを目的とする。 

第１編 災害予防対策 

第２節 災害時医療体制の整備 

第８節  個別疾病に係る防災体制の整備 
第１ 人工透析 
 １ 都道府県は、クラッシュシンドロームによる急性腎障害患者への対応も含めた災害時の人工透析医療を確保するため、社団法 
  人日本透析医会その他の関係機関と協力し、透析患者の受療状況及び透析医療機関の稼働状況の把握並びに必要な水・医 
  薬品等の確保に努める。 
２ 厚生労働省健康局は、都道府県が行う人工透析医療に係る防災体制の整備に関し、必要な助言及びその他の支援を行う。 

第２ 難病 
１ 都道府県は、人工呼吸器等を使用している在宅の難病患者その他特殊な医療を必要とする患者（以下「難病患者等」という。）に対する災害 
  時の医療を確保するため、医療機関等の協力を求めるとともに、連絡体制を整備するなど、難病患者等の受療状況及び医療機関の稼働状 
  況の把握並びに必要な医薬品等の確保に努める。 
２ 厚生労働省健康局は、都道府県が行う難病等に係る防災体制の整備に関し、必要な助言及びその他の支援を行う。 

平成13年 ２月14日厚生労働省発総第11号制定 
平成21年 ３月10日厚生労働省発社援0310001号修正 

 

５ 



第３章 医療・保健に係る対策 

 非常災害時に迅速かつ的確な医療・保健サービスを提供するためには、情報を迅速かつ正確に把握することが重要であることから、厚生労働
省医政局その他の関係部局は、被災都道府県・市町村、独立行政法人国立病院機構、日本赤十字社、関係省庁、民間医療施設、医薬品等関
係団体等からの以下の事項についての情報収集を行う。 (1) 被災地の衛生行政機能の被害状況 
(2) 施設・設備の被害状況 
(3) 診療（施設）機能の稼働状況 
(4) 職員の被災状況、稼働状況 
(5) 医薬品等及び医療用資器材の需給状況 
(6) 施設への交通状況 等 

第２編 災害応急対策 

第１節 被災地の状況把握 

第４節   公衆衛生医師及び保健師等による健康管理  
１ 被災都道府県・市町村は、以下により、被災者等の健康管理を行う。 
(1) 公衆衛生医師及び保健師等により、被災者のニーズ等に的確に対応した健康管理（保健指導及び栄養指導等をいう。以下同じ。）を行うこと。 
(2) 被害が長期化する場合、避難所が多数設置されている場合等、被災者等の健康管理を組織的に行うことが必要と見込まれる場合には、被災 
   者等の健康管理のための実施計画を策定すること等により、計画的な対応を行うこと。 
(3) 被災者等及び救護活動並びに健康管理に従事している者の精神不安定に対応するため、精神保健福祉センター等においてメンタルヘルスケ 
   アを実施すること。 
２ 被災都道府県は、被災者等の健康管理に際し、管下の保健師等のみによる対応が困難であると認めるときは、必要に応じ、厚生労働省健康局 
  に公衆衛生医師及び保健師等の派遣を要請する。 
３ 厚生労働省健康局及び社会・援護局障害保健福祉部は、被災都道府県からの公衆衛生医師及び保健師等の派遣要請数を確認し、被災都道 
  府県以外の都道府県との調整を行うほか、被災都道府県・市町村の行う被災者等の健康管理に関し、必要な支援を行う。 

 

 １ 被災都道府県・市町村は、災害防疫実施要綱（昭和４０年５月１０日衛発第３０２号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省公衆衛生局長 
  通知）により策定された防疫計画に基づき、以下の点に留意しつつ、災害防疫活動を実施する。 
(1) 被災都道府県は、災害発生時の生活環境の悪化、被災者の病原体に対する抵抗力の低下等の悪条件下に備え、管内市町村に対する迅速 
   かつ強力な指導を徹底し、感染症流行の未然防止に万全を努めること。 
(2) 夏場に災害が発生した場合や大雨や台風による河川の増水により洪水の発生が想定される場合には、衛生状態の悪化や汚染地域の拡大に 
   より、防疫に必要な器具機材等が不足することも想定されるため、被災都道府県は、近隣都道府県に対する応援要請を検討し、必要に応じ、 
   速やかな応援要請を行うこと。 
(3) 冬場に災害が発生した場合には、インフルエンザが避難所において流行することが考えられるため、被災都道府県は、手洗いやうがいの励行、 
   マスクの活用とともに、十分な睡眠の確保、清潔維持などを心がけることについて、被災者に対して注意喚起を行う。 
(4) 避難所は、臨時に多数の避難者を収容するため、衛生状態が悪化し、感染症発生の原因となる可能性があることから、簡易トイレ等の消毒を 
   重点的に強化すること。 
 また、施設の管理者を通じて衛生に関する自主的組織を編成するなど、その協力を得て防疫に努めること。 
２ 厚生労働省健康局は、前項に掲げる措置に関し、必要な助言及びその他の支援を行う。 

第７節  防疫対策 
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地域保健対策の推進に関する基本的な指針（健康危機管理と関連の深い部分の抜粋） 

第一 地域保健対策の推進の基本的な方向  

七 地域における健康危機管理体制の確保 
地域において発生した健康危機に対して、迅速かつ適切な危機管理を行うために、地域における健康危機管理体制を確保する必要がある

。また、その際には、健康危機に際して生じる地域住民への精神的な影響にも配慮する必要がある。 

このため、都道府県及び市町村は、それぞれの保健衛生部門の役割をあらかじめ明確にするほか、健康危機情報が、健康危機管理体制の
管理責任者に対して迅速かつ適切に伝達され、一元的に管理されるとともに、管理責任者から保健衛生部門に対する指示が迅速かつ適切に
伝達され、かつ、他の地方公共団体を含む関係機関及び関係団体との連携及び調整が確保された健康危機管理体制を構築する必要がある。
なお、健康危機管理体制の中心となる管理責任者としては、地域の保健医療に精通した保健所長が望ましい。 

また、健康危機が発生した場合の危機管理体制について定めた手引書を整備するとともに、手引書の有効性を検証するための訓練、適切
に健康危機管理を行うことができる人材の育成、必要な機器及び機材の整備等を行う必要がある。 

2 保健所の運営 

(一) 都道府県の設置する保健所 

第二 保健所及び市町村保健センターの整備及び運営に関する基本的事項 

(5) 地域における健康危機管理の拠点としての機能の強化 

ア 健康危機の発生に備え、保健所は、地域の保健医療の管理機関として、平常時から、法令に基づく監視業務等を行うことにより、健
康危機の発生の防止に努めるほか、広域災害・救急医療情報システム等を活用し、地域医療とりわけ救急医療の量的及び質的な提供状況
を把握し、評価するとともに、地域の医師会及び消防機関等の救急医療に係る関係機関と調整を行うことにより、地域における医療提供
体制の確保に努め、また、保健衛生部門、警察等の関係機関及びボランティアを含む関係団体と調整することにより、これらとの連携が
確保された危機管理体制の整備に努める必要があること。なお、地域の保健医療情報の集約機関として、保健所の対応が可能となるよう
、休日及び夜間を含め適切な対応を行う体制の整備を図ること。 

イ 健康危機発生時において、保健所は、広域災害・救急医療情報システム等を活用し、患者の診療情報等の患者の生命に係る情報の収
集及び提供、健康被害者に対する適切な医療の確保のための支援措置等を図ること。また、管内の市町村に対して法令に基づき、健康危
機管理を適切に行うこと。 

ウ 健康危機発生後において、保健所は、保健医療福祉に係る関係機関等と調整の上、健康危機発生に当たっての管理の体制並びに保健
医療福祉の対応及び結果に関し、科学的根拠に基づく評価を行い、公表するとともに、都道府県が作成する医療計画及び障害者計画等の
改定に当たって、その成果を将来の施策として反映させることが必要であること。なお、健康危機による被害者及び健康危機管理の業務
に従事する者に対する精神保健福祉対策等を人権の尊重等に配慮しつつ、推進すること。 

最終改正：平成二〇年三月三一日厚生労働省告示第一八四号 
平成六年十二月一日厚生省告示第三百七十四号 
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第六 その他地域保健対策の推進に関する重要事項 

五 地域における健康危機管理体制の確保 
 
地域住民が安心して暮らせるためには、地域における健康危機管理体制を確保することが重要である。 

このため、都道府県及び市町村は、次のような取組を行う必要がある。 

1 都道府県は、健康危機管理に際して、救急医療体制の整備、健康危機情報の収集、分析及び提供等を行う必要がある。 

2 政令市及び特別区は、保健所等の関係機関及び都道府県との連携を図るほか、地方衛生研究所等の充実等を図ることにより、検査機 
 能の充実強化を図る必要がある。また、政令市においては、本庁及び保健所等における健康危機管理に関する事務分担が不明確である 
 こと又は本庁と保健所の持つ機能が不均衡であることがないよう、平時より健康危機管理へ対応する体制整備を十分図る必要がある。 

3 市町村は、健康危機情報を把握した場合には、法令に基づく対応を行うほか、住民に最も身近な地方公共団体として、住民に対する 
  健康被害予防のための情報の提供に大きな役割を担う必要がある。 

4 政令市及び特別区を除く市町村は、都道府県の設置する保健所に対して、収集した健康危機情報を速やかに伝達し、保健所長の法令 
  に基づく指示、技術的助言及び支援を受け、これらに基づく対応を行う必要がある。 
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